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１）SREB の ｢ 職業教育 ｣ 準備プログラム
（HSTW）の創設とプログラムの理念（第4章）
















３）High	 Schools	That	Work の展開と SREB
の役割（第6章）
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１．問題の所在と本研究の目的
本研究の目的は，現代社会において制度化が
図られつつある「子どもの放課後」の支援につ
いて，公的に放課後を支援するという実践がど
のように行われ，そして，その支援実践にかか
わるさまざまな支援者たちが，公的な支援実践
をどのようなものとして経験しているのか具体
的な事例に基づいて明らかにし，考察すること
である。
1997年の児童福祉法改正による放課後児童
健全育成事業の法定事業化を契機に，子どもの
放課後の制度化が動き出して以降，放課後の子
どもを取り巻く環境は大きく変化している。
2007年には，地域社会の中で放課後等にすべ
ての子どもが安全で安心して健やかに育まれる
よう，従来の教育と福祉に関する行政的分断を
超えることを意図し，放課後子どもプランが策
定された。放課後子どもプランとは，文部科学
省が所管する放課後子ども教室と厚生労働省が
所管する放課後児童健全育成事業とを一体化あ
るいは連携して実施する総合的な放課後対策を
推進することを目的としており，その策定と展
開は，1990年代以降に「子どもの放課後」を
めぐって教育と福祉のそれぞれにおいて進めら
れてきた施策を新たに国の政策レベルとして具
現化したものと捉えられる。また，制度構想上
において「学校の活用」と「すべての子どもを
対象とした放課後支援」という大きな方向性が
確認できる（佐藤2008）。
だが，我が国においては，子どもの放課後に
かかわる制度の主担部門が不明確であり，また，
関係機関間の連携不足もあったため，子どもの
放課後生活は長らく制度的に分断されてきた
（山縣2006，増山2015）。そのため，諸外国で
は教育と福祉が一体的に議論される傾向が強
まっているものの（池本2009），我が国では，
子どもの放課後が制度化されることに対して
「学校の侵入」（佐藤2008）や「放課後の学校化」
（二宮2010）との批判が多い。
このような批判を受けつつも，子どもの放課
後支援は，2000年代を通して確実に制度的な
基盤が整備されたと言える。だが，子どもの放
課後の制度化の帰結として，教育と福祉の異な
る事業間の連携の中で各施設・指導員が葛藤や
不満を抱えることになり，各自治体の実践の充
実につながらない事態が生じる可能性が推察さ
れる。こうした事態を避けるために，自治体担
当課による施策運用や各施設での施策実施の場
面において，教育と福祉の〈越境〉が要請され
る。しかし，先行研究では異なる事業間の連携
に携わる支援者自身が，制度的な支援の営みを
どのように実践し，それに伴う葛藤や困難をい
かに経験しているのかについて十分に論じてこ
なかった。
以上の問題意識から，2007年に創設された
放課後子どもプランを主な研究対象としつつ，
異なる事業間の連携実践を行政レベルと施設レ
ベルの両面から捉え，「総合的な放課後対策」
の実現に向けた放課後支援施策の制度化とマネ
ジメントの課題を検討した。
２．研究課題
上述の研究目的を達成するため，本研究では，
〈学位論文要旨〉
「子どもの放課後」の制度化とマネジメント
──	教育と福祉の〈越境〉に着目して──
鈴　木　　　瞬
─────────────────────
筑波大学　人間総合科学研究科　
ヒューマン・ケア科学専攻
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以下の4つの研究課題を設定した。
研究課題１：放課後児童クラブの〈意味〉につ
いて，1997年の法制化以前の学童保育に関
する専門誌調査を通して明らかにする。
研究課題２：放課後子どもプランに対する自治
体の指向性とその影響について，全国へ行っ
た質問紙調査を通して明らかにする。
研究課題３：放課後子どもプランを先進的に行
う事例においてヒアリング調査を行い，自治
体の方針と現場の実態とを関連づけながら，
放課後子どもプランにおける指導員の葛藤状
況とその対処を明らかにする。
研究課題４：学校関係者に対する質問紙調査を
もとに，学校関係者の放課後子ども総合プラ
ンの各事業に対する認識とその背景要因を明
らかにする。
３．論文の概要
本論文は第１～９章で構成される。
第１章では，これまでの放課後支援施策の制
度とその展開を概観した。その結果，放課後子
どもプランの策定は，従来の分断されていた教
育行政と福祉行政の施策を連携させて，すべて
の小学校区で子どもの安全で健やかな活動の場
を確保するための総合的な放課後対策としての
意義を確認することができた。
また実際に，放課後児童クラブの量的・質的
拡充，放課後子ども教室の制度的な位置づけの
明確化を通じて，放課後子ども総合プランを通
じた教育領域と福祉領域の関係はますます輻輳
的になっている。現代社会における放課後支援
施策の拡充は，このような意味において，子ど
もの放課後空間の中に教育領域と福祉領域が接
する新たな場としての「クロスボーダー領域」
（細見2005）を切り拓くものであり，そこでは
公的に放課後を支援するという実践や経験が生
み出され，子どもの放課後空間をこれまでとは
異なるものに変容させることになる。このよう
な放課後施策の特長について，第２章で先行研
究の検討を行い，第３章において研究目的と課
題を提示した。
第４～９章では，具体的な事例調査を通して，
行政レベルでの自治体の方針と施設レベルでの
現場の実態との関係性を考慮した異なる事業間
の連携の課題を明らかにした。第４章では，『日
本の学童ほいく』に掲載されている特集論文・
実践報告を対象とした言説分析を行い，法制化
以前の学童保育が，その時々の外部要因との関
係を通して共通性や差異性が見出される中で，
様々に意味づけがなされてきたことを明らかに
した。また，外部要因との関係から描き出され
た〈意味〉の総体としての〈学童保育〉は，互
いにアンビヴァレントな〈意味〉を内包するも
のであったことを示しており，学童保育（放課
後児童クラブ）は互いに矛盾する〈意味〉を内
包する多元的な事業であることが明らかになっ
た。
第５～６章では，放課後子どもプラン実施状
況調査の結果より，自治体行政レベルでの実施
状況とその背景要因の分析から，放課後子ども
プランに対する自治体の指向性を明らかにし
た。本調査からは，各自治体において放課後子
どもプランという枠組みを意識した施策展開は
いまだ少ないものの，我が国の放課後支援の共
通した理念が不在のため，自治体行政ごとの多
様な指向性が存在する課題が明らかになった。
第７～８章では，放課後子どもプラン導入当
初の混乱期と，一定程度の期間が経った安定期
の二度に渡って調査を行い，各施設レベルの運
営・実践と，そこでの支援者の経験（葛藤や不
安）に視点をあてた事例調査を行った。その結
果，放課後子どもプランの施策展開において教
育と福祉の〈越境〉を意図した一定の自治体の
方針が示されたとしても，施設レベルにおいて
教育領域と福祉領域という枠組みを越えた〈越
境〉のマネジメントをしなければならない経営
的課題が残され，支援者間の関係においてその
解決を図らなければならないという課題が明ら
かになった。
第９章では，放課後子どもプラン内部の連携
に視点をあてるとともに，外部との連携にも着
目し，学校と放課後支援施策との連携において，
学校関係者が放課後支援施策の目的や役割を適
切に認識し，重要な資源として認識している現
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状を明らかにした。特に，職務内外において放
課後児童対策との関係がある学校関係者の場
合，放課後児童対策に対する理解はより適切な
ものであった。ただし，放課後児童対策の担当
教職員が学校に配置されている場合，放課後子
ども教室について，「学校の補完的機能」を果
たす場として認識しやすい傾向もあり，先行研
究において懸念される実態も示された。
終章では，総合的な考察として，これまでの
知見について整理し，放課後支援施策の制度化
の課題とマネジメントの観点から本研究の結
論，今後の課題と展望についてまとめた。
まず，放課後支援施策の制度化の課題という
観点からみると，学童保育の〈意味〉の多元性
による自治体間の放課後児童クラブの制度的位
置づけの違いを考慮した連携の方法を検討する
必要があると言える。第４章の結果を踏まえる
と，自治体間における放課後児童クラブの質的
な差は，運営主体や実施場所のみならず，そこ
での〈学童保育〉という意味の次元にまで及ぶ
ものであることが推察される。だが先行研究で
は，放課後児童クラブを制度的に一面的な事業
として捉える傾向がある（松本・中山2010）。
各自治体における担当課や，立ち上げ時期，背
景等を踏まえ，その文脈を捉えた連携の方途を
検討する必要がある。
一方，放課後支援施策のマネジメントの課題
という観点からみると，事例研究において，自
治体行政により施策運用の方針が示され，それ
に基づいて教育と福祉のクロスボーダー・マネ
ジメントが展開されていたが，それでもなお，
各施設・指導員に対して，異なる事業間の〈越
境〉に伴う葛藤や困難のマネジメントが必要で
あり，実践を行う上での組織づくりの課題への
対応が必要であると言える。放課後子どもプラ
ンは，当初は文部行政と厚生行政の行政レベル
での縦割り行政の解消を意図していたが，施策
展開が進められるなかで，事業レベルから施設
レベルへと連携の位相が変容してきており，施
設レベルで対応する境界は教育領域と福祉領域
に関するものであると捉えられてきた（増山
2015）。しかし，第８章の結果を踏まえると，
必ずしも行政的な対立と対応したものではな
く，「感情的な対立」（深谷2009）による葛藤
や困難のマネジメントが必要である。放課後子
どもプランのマネジメントの場は，子どもの放
課後における教育と福祉の〈越境〉の事例が複
数の異なる境界の〈越境〉の交錯の場である可
能性が示唆された。
以上の通り，本研究で示された結果を踏まえ
ると，放課後子どもプランにおける放課後子ど
も教室と放課後児童クラブとの連携を考える際
には，その所管に伴い教育事業と福祉事業の連
携や協働として単純に区別することは適切では
ない。また，自治体の方針として望ましい運営
形態が示されていたとしても，施設レベルでの
現場の実態に対応できるコーディネーターの経
営行動によって，放課後子どもプランの実践は
影響を受けることになる。放課後子どもプラン
における施設レベルで明らかとなった〈越境〉
の課題は，放課後子どもプランにおいて，異な
る事業の連携実践に寄与するコーディネーター
にクロスボーダー・マネジメントの必要性を示
唆するものである。
最後に，本研究の課題として，（１）政令指
定都市や中核市への調査の必要性，（２）自治
体や学校調査における回答者の妥当性の確保の
検討の必要性，（３）事例研究の限定性の3点
を指摘した。また今後の展望として，（１）学
童保育の〈意味〉の多元性を踏まえた事例研究，
（２）クロスボーダー・マネジメントのプロセ
スの解明，（３）子どもの活動や指導員の実践
レベルでの施策分析の３点を指摘した。
（学位取得年月日：平成31年3月25日）
